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電力 予防保全技術の展望
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currentstatusandPerspectiveofPreventiveMaintenanceofElectricPowerlnstallations

電力設備で最も重要なことは,安定したしかも良質な電力を安定に供給する

ことである｡しかし,古い設備は長期にわたる運転や過酷な使用条件によって

経年変化を起こし,予期しない運転停止を余儀なくされることが考えられる0

また新しい設備については,その社会的重要性から非常に高度の信栢性が要求

される｡このような電力設備の性能を維持向上していくため,設備の保全法,

管理法,余寿命診断法,新しい技術の運用による設備の改善などが,日本国内

はもとより世界的に注目されている｡日立製作所ではこれらの要請に応ずるた

めに,個別の技術や情報が有機的に統合された総合予防保全技術を構築した｡

山 緒 言

わが国経済の戦後の劇的復興と発展に伴い,これを支える

ために多くの発電設備が建設された｡これらの設備は歳月と

ともに経年化が進み,そのうちのい〈つかは,すでに廃棄さ

れたものもある｡経年変化が進行しつつある設備の寿命を予

測し,適切なメンテナンスを行って高い信頼性を確保するこ

と,新技術を適用して効率や運転性能を向上させ,今後とも

第一線で活躍させることがますます重要になってくると考え

られる｡

また,原子力発電設備をはじめとする比較的新しいユニッ

トでも,時代の要請に従ってますます高い信頼性を要求され

ている｡このため的確なメンテナンスと増大する各種情報を

把握管理することが重要となる｡

この論文は,これら運転中の諸発電設備を取り巻く現状と

問題点について僻轍(ふかん)するものであー),詳細について

はこの特集号の諸論文を参照されたい｡

回 水力発電設備

わが国の水力発電は,明治25年(1892年)に供給を開始して

以来約1世紀,国内での発電所総数は1,600か所以上総出

力でも3,500万kWを超え電力の安定供給および負荷調整用と

して運転されてきた｡

最近では経年化した設備の全面改修や最新技術を導入した

総合的改修による近代化,活性化の計画が増加している0 日

立製作所で製作,納入した水車の台数を図1に示す｡同図か

らも明らかなように,70%以上の設備が40年以上を経過して

おr),さらに長期間にわたって運転を継続してい〈ためには,

140l
120

100

石 80

嶽

1口 60

40

20

有江亮介* 杓伽如Aγオピ

別所東-** 乃Zr/～gββSS/～〃

'20 t40 '60

年(西暦)

'80 '90

注:台数は5年ごとに集計したものを示す｡

図l日立製作所の水車･発電機納入実績 運転開始後40年以上

を経過した設備が70%を超えており,今後も経年化が進む｡

部分的な改修や部品交換はもちろん,スクラップアンドビ

ルトなどによる全面的な近代化が必要と考えられる｡

これら経年水力発電設備を,長寿命化し近代化を進めるに

*日立製作所電ノJ事業部 **口立製作所原子力事業部
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は,以下に述べるような融からの検討が必要である｡

(1)耐力向上

これは水力発電設備に限ったことではなく,全党電設備に

共通の最重要課題である｡)設備の経年変化による予期しない

発電停止を防ぐためには,精度の高い余寿命診断技術の開発

が不可欠である｡日立製作所では,水車の主要部品の超音波

非破壊検査法による寿命診断や,発電機固定子コイルの寿命

診断法を開発済みである｡

(2)効率向上および貴大出力の増加

経年水力発電設備では摩耗,劣化によって水車や発電機の

効率が初期の状態よりも低下し,規定最大出力運転が困難と

なることが予想される｡発電所の運用法や使用可能水量との

変化を考慮して,最適な水力機械に全面的に改修(スクラップ

アンドビルト)することによって効率向上,最大出力の増加

および年間発生電力量の増大が可能である｡

(3)無保守化

経年水力設備を近代化して,さらに長期間運転していくた

めには,保守の省力化を進めることが必要である｡このため

に発電所補機の簡素化,無潤滑化,無冷却水化などの新技術

の適用が肝要と考えられる｡また,遠方制御(無人)発電所の

点検巡視の合理化,機器の異常を早期に検出する状態監視装

置の導入が有効と考えられる｡

15年以上経過
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田 火力発電設備

一方わが国の火力発電は,昭和30年代に電力供給の主役を

‡叫ようになった0昭和40年代には単機出力600～1,000MW

の大容量機時代を迎える一方,石油ショックに対応し省エネ

ルギーや燃料転換が進められてきた｡その後原子力発電の比

重の増大や,電力需要形態の変化に対応して,ベースロード

運用から中間負荷運用へと運転方式も変化した｡これらの変

化は,コンピュータに代表されるマイクロエレクトロニクス

の発展に伴う,制御装置の高度化によって支えられてきた｡

以上のような火力発電の発展成熟過程で,昭和30年代および

40年代に全国で建設された発電所は200か所を超えており,そ

の大部分は今なお稼動中である｡

[は製作所で同時期に製作されたボイラおよびタービン.

発電機ユニットり台数を図2に示す｡連関して15年以上経過

した設備が約80%を占めている｡

以上述べてきた火力発電設備は,21世紀に向けてさらに経

年化が進み,放置しておけば休止または廃止せざるを得ない

状況になると考えられる｡これら経年設備を長寿命化し,今

後とも長期間にわたって第一線で活躍させようという動きが

日本をはじめ世界的にみられるのが最近の傾向である｡経年

火力設備を長寿命化して近代化を進めるには,以下に述べる

面からの検討ないしは対策が必要である｡

15年以上経過
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(a)タービン,発電機納入実績

図2 事業用発電設備納入実績 ■5年以上経過した発電設備が獅0%を占めている｡

運閏年(西暦)

(b)ボイラ納入実績



表l火力設備余寿命診断法の概要 火力発電所諸設備の主な余

寿命診断技術を示す｡

機 器 診断部位 劣化現象 診断技術 備 考

ポ イ ラ

管寄せ

伝熟管 クリープ

レプリカ法

(結晶粒変形法)
自動画像処王里

主蒸気管

再熟管

疲労 (キャビティ法)

変形測定法

タービン

ケーシング

ロータ

主要弁

クリープ

疲労

脆化

レプリカ法

硬度法

電気抵抗法

エッチ法

動翼 腐食 高周波UT

¢0.5腐食ピッ
卜を組立状態

で検出可能

ロータ
クラック

(講部)
高周波UT

lmmのき裂

を組立状態で

検出可能

ポ ン プ シャフト 疲労
X繰回析法

レプリカ法

発電機 固定子コイ
絶縁劣化

N-Yマップ法

電動枚 ノレ Dマップ法

電動機 ロータバー き裂

高周波UT
lmmき裂検
出

電流測定
運転中の切損

検出

所 内 電磁リレー, 接点劣化
接触抵抗 ほか

電気晶 ほか ほか

注:UT(Ultr∂SOnicTest‥超苦波探傷試験)

(1)耐力Ifり上

設備の劣化による予期しない発電停止を防ぐことが非常に

重要であり,このためには精度高く設備の余寿命を診断する

技術の発展が不可欠である｡日立製作所では表1に示すよう

な各機器または部位に対する寿命診断の'方法を開発済みであ

り,今後経年火力の信頼性向上に寄与すると考えられる｡ま

た他機で発生したトラブルを水平展開して,類似機に対して

何種の対策を採用することも,信相伴向上の点から非常に重

要と考えられる｡

(2)運用性改善

原･‾子力発電の比重が増大するにつれて,火力発電には経年

火力と言っても,負荷調整能力が要求されるようになった｡

これらに対応して,ボイラの水壁を垂直管からスパイラル管

に改造したり,タービンロータの形状を応力低減形状に変更

するなどの改善を進めてきた｡プラントの起動特性を改善す

るには,これら主機を改善することは当然であるが,同時に

最近のマイクロエレクトロニクス技術を適用して,大幅な自

動化と制御特性改善を実現して運転員の負担を減らすことも

不可欠である｡

(3)効率向上

プラントの燃料を減らすことは,燃料費の低減だけでなく

最近地球温暖化で問題となっているCO2の排Hi量を減らすこと

にもなる｡このために,日立製作所では蒸気タービンの新翼

型形状の開発や高効率補機顆の開発による所内動力低減など
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に取り組んできた｡

今後は蒸気サイクルの中にガスタービンを設置し,その排

ガスをボイラの燃焼用空気として利用しプラントの効率を向

上させる排気再熱プラントや,ガスタービンの排気でボイラ

への給水を加熱し,蒸気サイクルの出力を向上させるリパワ

リング,あるいは組み合わせなどの検討が進められるものと

/考えられる｡

(4)プラントデータ管理システム

発電設備の容量や設備数の増加,および各種システムの複

雑化に伴って,管理すべき運転および保守情報は膨大となっ

てきた｡これらの情報を的確に把握管理することが,設備の

稼動率を向上させる不可欠の手段であると考えられる｡

日立製作所では,火力プラントに適用される｢総合予防保

全システム+の開発を完了し,現在そのデータベースを作り

ながら運川中である｡火力プラントの｢総合予防保全システ

ム+は,HIAMPS(HitachiAdvanced Maintenance Pro-

gramsystem)と呼ばれ,その構成を図3に示す｡同図にみら

れるように六つのサブシステムから構成される｡特長的なの

は余寿命の管理を行っていることである｡設計データ,事故

の水平展開のためのデータ,運転･保守の履歴データなどを

総合的に管理し,的確な保守情報を提供しようというもので

ある｡

田 原子力発電設備

平成2年4月,U立製作所で製作,納入した東京電力株式

会社柏崎刈羽原子力発電所5号機が営業運転を開始し,わが

国の原子力発電の設備容量は,3,000万kWを超え,原子力発

電の発電電力量は全電力の約26%に達した｡

原子力発電は,わが国でも20年余の歴史を持ち,日本原子

力発電株式会社敦賀発電所1号機(図4)をはじめとして,幾

多のプラントが稼動中である｡また,その設備利用率は約70

%以上の高い実績をあげている｡これは,設備の設計上,製

作上の技術改良はもとより,運転プラントに対する･■予防保全

技術の向上も大きく寄与している｡

これまで,原子力発電設備の予防保全は,配管の応力腐食

剤れ対策をはじめとして,新たな知見に対する改良技術を積

極的かつ迅速に適用すること,および既設装置をディジタル

制御装置などの最新技術を取r)入れた装置にリプレースする

ことで,信頼性の向上を図ってきた｡

今後,ますます運転プラントが増加し基軸エネルギーとし

ての役割が増すにつれ,よりいっそうの信頼件の向上が求め

られてくる｡そのため,図5に示すように従来以上に新知見

の運転プラントに対する水平展開を図るとともに,機器が性

能･機能を発揮できなくなる前兆をとらえ,適切な処置を街

う予防保全の高度化が急務となる｡

高度化を進めるためには,次の2点を促進する必要がある｡

3



710 日立評論 VOL.72 No.8(1990-8)

卑･
帝
賂

フC
管‡里 定 期

検
苺
凍

命

㊥
句 プラント

仕様

機器･部品
仕様

点検項目

顆似事故
未然防止

責

凄

回

章

帝

□

L_ニ

自動発行

関連図書

藩

奇

ネ■

魯

奄

図3 総合予防保全システム(火力)
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図4 日本原子力発電株式会社敦賀発電所l号機 わが国の商用
沸騰水型軽水炉の初号機で,大阪万国博覧会が開催された昭和45年に運

転を開始して以東現在に至るまで安定に稼動を継続している｡

(1)関連技術の統合

予防保全を技術的に大別すると,(1)設備の状態を監視する

技術,(2)得られたデータをもとにした診断技術,(3)診断結果

に基づく点検･補修技術,(4)各機器の点検保守履歴などの情
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図5 予防保全技術とその高度化 発電所数の増加およびいっそう

の信頼性向上の要求にこたえるため,予防保全技術とその高度化が求め

られている｡

報管理技術,となる｡

これらの各技術を実機に適用する場合,各技術が有機的に

統合され,統合予防保全技術となって初めて高度の機能が発

揮されるようになると考える｡
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日立製作所

原子力予防保全情報センタ

予防保全計画

工事計画

信頼性情報管理

設備診断

設備情報管王里

点検保守履歴管理

設備改善
提案項目

定期検査計画
支援情報

設備点検推奨

電力会社

本 店

定期検査実績
データ

70ラント
監視データ

注:⊂コサブシステム

設備情報管理

発電所

点検保守履歴管理

図6 高度総合予防保全システムと運用(例) 設備管王里,保守管王里および診断支援などの業務は･トクルネットワ

ーク化することにより,総合予防保全技術となって高度の横能を発揮する0

このことはすべての予防保全に対し共通であるが,特に原

子力発電設備については,その要求される信頼性と構成要素

数の多さから,考慮すべき点である｡

日立製作所では,この観点から数年前から原子力発電設備

向けの｢総合予防保全システム+の開発に着手し,現在デー

タベースを鋭意構築【r】である｡このシステムは,HIATOMS

と名づけられ

(1)設備･運営管理,診断支援の広範囲ネットワーク構成

(2)各種データに基づく信頼性の高い保全計画立案

などが特長づけられる｡

またこのシステムは,五つのサブシステムから構成されて

おり,効果的に運用するためには,おのおののケースの事情

を十分考慮し,サブシステムの最適配備を検討していくこと

となる｡

運用の一例を図6にホす｡

(2)設備診断支援の開発

設備･機器の信頼性は,過去に蓄積された経験や知識を有

効に所用することによって確保される｡原子力の商用発電が

スタートしてから今日に至るまで,機器･設備の状態変化や

経年変化に関する知識やデータは,熟練技術者によって分析,

評価,括用されてきた｡

一九 プラント数が増加している反面,熟練技術者の数も

限られている現状では,機着岸･設備の診断を効率よく,かつ

高精度に行える,いわゆるエキスパートシステムによる支援

が不可欠となってくる｡

エキスパートシステムは,その問題分野での熟練技術者の

知識とノウハウをコンピュータに組み込んだもので,この知

識とノウハウを用いてコンピュータにより推論を行い,榎雉

な問題を解決するものである｡

口立製作所では,これまでに｢制御棒駆動機構予防保全シ

ステム+や｢原子力発電設備水質診断システム+など,各種

エキスパートシステムの開発を完了し,実用化の段階に至っ

ている｡また,そのほか主として原子力発電設備向けに適用

が考えられている｡｢配管予防保全技術+や｢ケーブルの非破

壊劣化診断技術+などもほぼ開発を完了させている｡これら

の診断支援技術は,上記のHIATOMSにサブシステムとして

組み込まれ威力を発揮することになる｡

原子力発電が,将来ともエネルギーの主要供給源としてさ京

要な役割を担い,その中でも軽水炉時代が長く続くものと予

想される｡これは発電設備の改良に加え,予防保全技術の進

歩によって設備の信頼性が確保できるという実績に基づく点

も大きい｡

将来の予防保全を技術面でみれば,類似個所対策や予定取

替周期ごとの取r)替えの域を越え,材料自体の極微′トな損傷,

変化の兆候を検出する技術,例えば超電導量子干渉素子セン

サなどの早期実用化が望まれる｡また,管理面でみれば,海

外ではすでに原子力発電設備に適用が検討されている信頼性

重視保全も検討に値するものがあろう｡

これらの技術開発にあたっては,原子力発電に携わる関係

者の緊密な連絡と協調が種々の点から必須(す)と考える｡
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8 送変電設備

近年の高度情報化社会への変化および社会生括の電力依存

度の増大によって,従来以上に電力供給信頼度の向上が望ま

れている｡

送変電機器は,巨大な電力系統の要(かなめ)に使用されて

いるものから需要家への電力を供給する最先端に使用されて

いるものまでさまざまであり,その信頼度の向上はますます

重要である｡

口立製作所ではこのような背景のもとに,送変電機器で高

電圧･大電力技術,高精度解析技術などによって,機器の高

信頼度化を進めると同時に,予測診断装置やそのシステムの

開発を推進している｡

送変電機器は発電設備と異なり,長期間停止しての分解点

検が行いにくい環境にある｡したがって,機器の稼動中に診

断や状態監視を行い,この情報から事故の未然防止や延命化

を進める必要がある｡このため,診断装置は新設の変電設備
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オンライン機器監視装置適用例 運転中の変電機器をオンラ

インで監視･診断し,設備の状態や異常の兆候を把捉する｡

図8 監視･診断情報のビジュアル表示例 運転状態を画面に表示

し,異常の有無を判別している｡

はもとより,すでに稼動中の機器にも適用できることが必須

であるため,高精度かつ可搬形となっている｡

さらに,既稼動機器の信頼性の維持向上を目的として,そ

の運転状況を把握し,適切な処置を提案するために専門技術

･者による健全性一た検活動を推進しているが,この活動に上記

可搬形高精度診断装置を適用している｡

予測診断システムの適用例を図7に,監視診断情報の表示

例を図8に示す｡

団 結 言

以上述べたように,電力設備の信頼性を確保し安定した電

力供給を行うために,予防保全という観点から設備を保守管

理することは今後ますます重要になっていくと考えられる｡

電力設備の保守管理は,各種の設計データ,運転データ,

設備製造時から現在までの製作及び保守履歴などを総合的に

把握する必要がある｡また,何らかの不具合が発生した場合

には,これらを活用して迅速に対応することが必要である｡

このためには設備の使用者と供給者の密接な協力が不可欠で

ある｡日立製作所ではこの認識のもとに,各種の開発と実務

を進めていく考えである｡




